
香川県広域水道企業団について

香川県広域水道企業団



香川県における水道広域化

◆現在の水道事業が抱える問題 ◆平成30年4月からの広域化による効果

 人口減少による給水収益の減少

 香川用水の取水制限の頻発化

 施設の老朽化に伴う大量更新

 全国平均を下回る施設の耐震化率

 施設整備水準や水道料金の格差

 職員の大量退職に伴う技術継承の困難化
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 業務共同化や計画的・効率的な施設更新による

経費削減 ➡ 料金値上げの抑制

 水源の一元管理や管理体制強化による安全な水道

水の安定供給

 事業規模拡大による効率的な人員配置や人材育成

 渇水や災害時の危機管理体制の強化、窓口等の

利便性の向上
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香川県広域水道企業団とは

香川県広域水道企業団とは、複数の地方公共団体が、その事務の一部を
共同処理するために設置する特別地方公共団体であり、県や市町と同じ地
方公共団体である。
企業団に従事する職員も、県や市町の職員と同じ地方公務員である。
香川県広域水道企業団では、現在、県が行っている水道用水の供給事業

及び工業用水道事業と各市町が行っている水道事業を一体的に行ってい
く。

【今後のスケジュール】

○平成29年11月 企業団の設置（総務大臣許可）
○平成30年３月 厚生労大臣の水道事業創設認可
○平成30年４月 水道事業開始
○平成32年４月 ブロック統括センターの設置



企業団本部（平成30年４月～）
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香川県広域水道企業団の組織体制（事務所）
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（平成30年4月～）

（平成32年4月～）

観音寺市
三 豊 市

丸 亀 市
坂 出 市
善通寺市
宇多津町
琴 平 町
多度津町
まんのう町

高 松 市
三 木 町
綾 川 町

土 庄 町
小豆島町

さ ぬ き 市
東かがわ市



施設整備事業費

【施設整備事業費】
企業団の施設整備事業は、広域水道施設整備事業と経年更新整備事業等を合わ

せたものであり、10年間の年度別事業費の状況は次のとおり。
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